
１  総  括
（単位：千円）

 特　別　会　計

 公営企業会計

 特 別 会 計

２  補正予算の主な内容

（単位：千円）

①  歳入 （単位：千円）

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症セーフ
ティネット強化交付金

95,000
［民生費］子育て世帯生活支援特別給付金給
付事業費

新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金

2,000
[労働費]新型コロナウイルス感染症対策中小
企業雇用調整助成金

計 134,500

款  名 項    目 補 正 額 備    考

(1)一　般　会　計（第１号）
補正前の額 補正額 補正後の額

35,951,590 134,500 36,086,090

総　　額 66,119,350 134,500 66,253,850

18,436,660 － 18,436,660

11,731,100

36,086,090

30,167,760 － 30,167,760

－ 11,731,100

令和４年度補正予算（案）の概要
（令和4年6月定例会提出　新型コロナウイルス感染症対策関連補正分）

補正前の額 補正額 補正後の額

 一　般　会　計 35,951,590 134,500

　　　　　　　　（総額）39,500千円
37,500

[商工費]まいづるグルメクーポン２０２２発行事
業費

1



②  歳出 （単位：千円）

新規

新規

新規

計 134,500

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、国の雇用調整助成金を受け、従業
員に休業手当を支払う中小企業の事
業主に対する市独自の上乗せ支援
※国の特別措置受付期間の延長に伴
う対応

P2

まいづるグルメクーポン２０２
２発行事業費

37,500

長引くコロナ禍で大きな影響を受ける
中、コロナ対策に取り組む安全で安心
な市内飲食店を応援するため、プレミ
アムクーポンを発行

商工費 P3

労働費
新型コロナウイルス感染症対
策中小企業雇用調整助成金

2,000

款  名 事　務　・　事　業　名 補 正 額 備　　　　　　　　　考
主な事務
事業調

民生費
子育て世帯生活支援特別給
付金給付事業費

95,000

国の「コロナ禍における原油価格・物
価高騰等総合緊急対策」による、低所
得の子育て世帯に対する児童一人あ
たり５万円の給付に係る経費

P1
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No. 1

款 項 目

　

一 般 財 源          -

担当課 子ども支援 課 課長名 波多野　直樹
内線
番号

2150

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金     95,000
新型コロナウイルス感染症セーフティネット
強化交付金（10/10）

9

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費
等の物価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対して、特別給
付金を支給し、生活を支援する。

事

業

の

内

容

（１）支給対象者
　ア.低所得のひとり親世帯
　　①令和４年４月分の児童扶養手当受給者
　　②上記以外で直近で収入が減少した世帯　等
　イ.その他低所得の子育て世帯
　　①令和４年４月分の児童手当又は特別児童扶養手当の受給者
　　　で、令和４年度住民税均等割非課税の者
　　②上記以外で対象児童を養育している令和４年度住民税均等
　　　割非課税の者、または直近で収入が減少した世帯　等
　　※対象児童…１８歳に達する年の年度末までの児童（障害児
　　　の場合、２０歳未満）
（２）支給額
　　児童一人あたり５万円
（３）支給時期
　・ア①…６月下旬支給予定（申請不要）
　・イ①…課税情報が判明したのち、可能な限り速やかに支給
　　（申請不要）
　・ア②、イ②…可能な限り速やかに支給（申請必要）
（４）経費等見込
　　対象となる児童見込数　１，８４０人
　　事業費９２，０００千円、事務費３，０００千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和４年度　主な事務事業調

事 業 名 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 ９５,０００ 千円
予 算 書 １１



No. 2

款 項 目

　

　

一 般 財 源  -

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 高嶋　宏行
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他  -   

国 支 出 金      2,000
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金（定額）

9

府 支 出 金          -

事
業
の
目
的

　新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化した市内中小企
業の事業主が、従業員の雇用を維持するため、国の雇用調整助成金を
受けて従業員を休ませた場合に発生する事業主負担の一部を助成する
ことにより、雇用と経営の安定化を図る。

事

業

の

内

容

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、国の雇用調整助
成金の特例措置が６月末まで延長されたことから、市独自の支援策に
ついても対象期間を延長するもの。

＜補助金額＞
　国の雇用調整助成金における事業主負担の一部を市が補填
　（雇用調整助成金の日額上限額を超える部分については、国・市と
　　も助成対象外）

＜対象期間＞
　令和４年４月～６月

＜国の雇用調整助成金の内容＞

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和４年度　主な事務事業調

事 業 名 新型コロナウイルス感染症対策中小企業雇用調整助成金

費　　目 労働費 労働諸費 労働諸費

事 業 費 ２,０００ 千円
予 算 書 １３

R4.3～6月

原則的な措置
4/5（9/10）
9,000円

業況特例・地域特例
4/5（10/10）
15,000円

※金額は日額上限額、括弧書きの助成率は解雇等を行わない場合



No. 3

款 項 目

　

一 般 財 源  -

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 高嶋　宏行
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他  -   

国 支 出 金     37,500
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金（定額）

9

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　長引くコロナ禍において、度重なる不要不急の外出自粛や営業時間
の短縮要請等により、大きな影響を受ける中、まいづるグルメクーポ
ン２０２２を発行し、コロナ対策に取り組む安全で安心な市内飲食店
を応援する。

事

業

の

内

容

○まいづるグルメクーポン２０２２発行事業

１．発行金額：１億３千万円（10,000セット）
  ※１セット：13,000円分（1,000円券×13枚）を10,000円で販売

２．プレミア率：３０％（全額市負担）

３．使用店舗：市内飲食店
　　　　　　　※京都府新型コロナウイルス感染防止対策認証店

４．使用期間：７月から４か月程度

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和４年度　主な事務事業調

事 業 名 まいづるグルメクーポン２０２２発行事業費

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 ３７,５００ 千円
予 算 書 １５
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